
月例経済報告

一景気は、企業部門の改善が家計部門に広がり、堅調に回復している。－

先行きについては、世界経済が回復し、国内民間需要が着実に増加していることか

ら、景気回復が続くと見込まれる。一方、原油価格や世界的な金利の動向等が経済

に与える影響には留意する必要がある。
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内　閣　府

【参考】先月からの主要変更点

7月月例 8月月例

基調判断 景気は、企業部門の改善が家計部戸部こ
広がり、堅調に回復している。

・輸出は増加し、生産も増加している。

・企業収益は大幅に改善し、設備投資
は増加している。

・個人消費は、緩やかに増加している。
・雇用情勢は、厳しさが残るものの、

改善が進んでいる。

先行きについては、世界経済が回復
し、霹内民間需要が着実に増加している
ことから、景気回復が続くと見込まれ

る。一方、世界的な金利動向等が経済に
与える影響には留意する必要がある。

r　景気は、企業部門の改善が家計部抑こ
広がり、堅調に画復している。

・輸出は増加し、生産も増加している。
・企業収益は大幅に改善し、設備投資
は増加している。

・個人消費は、緩やかに増加している。

・雇用情勢は、厳しさが残るものの、
改善が進んでいる。

先行きについては、世界経済が回復
し、国内民間需要が着実に増加している

ことから、景気回復が続くと見込まれ

る。一方、原油価格や世界的な金利企動
向等が経済に与える影響には留意する
必要がある。

政策態度 政府は、r経済財政運営と構造改革に
関する基本方針2004jの早期具体化によ

り、構造改革の取組を加速・拡大する。
政府は、日本銀行と一体となって、金

融・資本市場の安定を目指し、引き続き
強力かつ総合的な取組を行うとともに、
集中調整期間終了後におけるデフレか

らの脱却を確実なものとするため、政策
努力を更に強化する。

政府は、「経済財政遷宮と構造改革に
関する基本方針2004Jの早期具体化によ

り、構造改革の取組を加速・拡大する。
平成17年度予算編成に当たっては、財
政規律確立への姿勢の明確化、予算のメ
リハリの強化及び国民への説明責任を
重視し、構造改革をさらに進める。

政府は、日本銀行と一体となって、金

融・資本市場の安定を目指し、引き続き
強力かつ総合的な取組を行うとともに、

集中調整期間終了後におけるデフレか
らの脱却を確実なものとするため、政策

努力を更に強化する。



7 月月例 8 月月例

輸入 横ばいとなっている。 緩やかに増加している。

貿易 ・サービス

収支の黒字

横ばいとなっている。 やや増加している。

国内企業物価 わずかながら上昇している。 上昇している。

（注）下線部は、先月から変更した部分。

月例経済報告
平成16年8月

総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、企業部門の改善が家計部門に広がり、堅調に回復している。

●　輸出は増加し、生産も増加している。

●　企業収益は大幅に改善し、設備投資は増加している。

●　個人消費は、緩やかに増加している。

●　雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善が進んでいる。

先行きについては、世界経済が回復し、国内民間需要が着実に増加していることか

ら、景気回復が続くと見込まれる。一方、原油価格や世界的な金利の動向等が経済’

に与える影響には留意する必要がある。

（政策の基本的態度）

政府は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」の早期具体

化により、構造改革の取組を加速・拡大する。平成17年度予算編成に当たっ

ては、財政規律確立への姿勢の明確化、予算のメリハリの強化及び国民への

説明責任を重視し、構造改革をさらに進める。

政府は、日本銀行と一体となって、金融・資本市場の安定を目指し、引き続

き強力かつ総合的な取組を行うとともに、集中調整期間終了後におけるデフ

レからの脱却を確実なものとするため、政策努力を更に強化する。

各論

1．消費・投資などの需要動向



個人消草は、緩やかに増加している。

個人消費は、緩やかに増加している。この背景としては、所得が底堅く推移している

ことに加え、消費者マインドが改善していることが挙げられる。需要側統計（家計調

査）阜供給側統計（鉱工業出荷指数等）を合成した消費総合指数は、6月は前月に比

べてやや増加した。

個別の指標について6月の動きをみると、家計調査（勤労者世帯）では、実質消費

支出は前月に比べて減少したが、4－6月期は前期に比べて増加している。この要因

としては、台風の影響等や、定期収入の増加が続いているものの、公務員の夏季賞

与等の減少により可処分所得が減少していることが考えられる。一方、販売側の続

も　禁芸監禁禁票禁霊芝芸㌫こ霊霊霊芸讐票悪霊
は、前年を下回ったが、DVDや薄型テレビなどの売れ行きは引き続き好調である。新

車販売台数は、6月に減少した後、7月は前月を上回った。旅行は、国内旅行が前年

を下回ったが、海外旅行は前年を上回った。外食は、前年を上回った。

先行きについては、雇用情勢が改善していることから、家計の所得が改善していけ

ば、個人消費が着実に増加するものと期待される。

設億投草は、増加している。

設備投資は、企業収益の回復や資本ストック調整の進展等を受けて、増加している。

これを需要側統計である「法人企業統計季報」でみると、製造業は4四半期連続、非

製造業も2四半期連続で増加している。また、機械設備投資の供給側統計である資

本財出荷も増加基調にある。ソフトウエア投資は、緩やかに増加している。これらの需

要側統計、供給側統計を合成した設備投資総合指数は、基調として増加している。

日銀短観によれば2004年度設備投資計画は2年連続で増加となり、特に大企業

製造業では、6月調査としては1988年以来の高い伸びとなっている。また、設備投資

の動きに先行性がみられる設備過剰感も改善の動きが続いている。先行指標をみる

と、機械受注は1～3月期に弱い動きがみられたが、このところ増加している。建築工

事予定額は、基調としては増加しているが、大聖案件要因の剥落から、一時的に弱

い動きとなっている。先行きについては、企業収益の改善が続くものと見込まれること

等から、増加憤向で推移するものと見込まれる。

住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。

住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。これは、貸家の着工がこのところ弱含

みとなっているが、持家、分譲住宅が底堅く推移していることによる。総戸数は、6月

は、前月比0．8％増の年率117．9万戸となった。総床面積も、おおむね総戸数と同様

の動きをしている。先行きについては、雇用情勢が改善していることに加え、家計の

所得環境などが回復していけば、住宅着工は底堅く推移していくことが期待される。



公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、国、地方の予算状況を反映して、総じて低調に推移してし‘、る。

平成16年度の公共投資の関連予算をみると、国の公共投資関係費においては、

前年度比3．3％減としつつ、雇用・民間需要の拡大に資する分野へ重点化したほか、

各事業の目的・成果に踏み込んできめ細かく重点化している。また、地方財政計画に

おいては、投資的経費のうち地方単独事業費について、中期的に計画的な抑制を図

る中で前年度比9．5％減としつつ、重点的な配分を行うとしている。

このような状況を反映して、公共工事請負金額及び大手50社受注額は、平成16年

4－6月期も、前期l；引き続き、前年を下回った。

艶は、増加している。塵Aは、緩やかに増加している。貿易・サービス収支の黒字

は、やや増加している。

輸出は、増加している。地域別にみると、アジア向け輸出は、中国向け輸出が減少

したものの、精密機器を中心に基調として増加している。アメリカ向け輸出は、一般機

械が増加したものの電気格器が減少し、横ばいとなっている。EU向け輸出は、一般

機械を中心に基調として増加してい皐。先行きについては、世界の景気は着案に回

復していることに伴って、増加していくものと考えられるものの、為替レートの動向に

は引き続き留意する必要がある。

輸入は、機械機器を中心として緩やかに増加している。地域別にみると、アジアか

らの輸入は、緩やかに増加している。アメリカからの輸入は、基調として減少している。

EUからの輸入は、機械機器を中心として増加している。

国際収支をみると、輸出数量は増加しており、輸入数量は緩やかに増加している一

方、サービス収支の赤字幅は横ばいとなっていることから、貿易・サービス収支の黒

字はやや増加している。

2．企業活動と雇用情勢

生産は、増加している。

鉱工業生産は、6月は減少したものの、基調としては増加している。輸出や設備投

資の増加などを受けて、情報化関連生産財や資本財を中心として増加の動きに広が

りがみられる。在庫は、電子部晶などの生産財の一部で増加の動きがみられるもの

の、全体としては低水準で推移している。

先行きについては、世界の景気が着実に回復していること、在庫が低水準にとどま

っていることから、生産の増加が続くものと見込まれ古。なお、製造工業生産予測調

査においては、7月、8月ともに増加が見込まれている。

また、＿第3次産業活動は、緩やかに増加している。
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企業収益は、大幅に改善している。また、企業の業況判断は、一段と改善している。

倒産件数は、減少している。

企業収益の動向を「法人企業統計季報」でみると、前年同期比では2002年7－9月

期以膣、7四半期連続で増益となった。2004年1－3月期は同24．6％増と13四半期

ぶりの高い増益率となり、全規模全産業の経常利益は1－3月期としては過去最高

の水準となっている。なお、業種別にみると、製造業では、人件費等のコスト削減の

動きが一服したものの、最近では売上高の増加により改善が続いている。また、非製

造業でも、売上高の増加等により、改善が続いている。「白銀短観」によると、2004年

度についても製造業、非製造業ともに3年連続の増益計画となっており、年度後半に

かけても引き続き増益を見込んでいる。

企業の業況判断について、「日銀短観」をみると、一段と改善している。企業の業況

判断は、全規模全産業で1992年以来、はじめてマイナスを脱し、特に大企業製造業

の業況判断で大きく改善し、1q91年以来の高い水準となっている。

また、企業倒産は、減少している。倒産件数は1，100件を下回り、これは1999年2

月以来の低い水準となっている。

雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善が進んでいる。　　　　．

完全失業率が高水準ながらも、低下傾向で推移するなど、雇用情勢は、厳しさが残

るものの、改善が進んでいる。

完全失業率は、6月は前月と同水準の4．6％となった。性別でみると、男性は上昇し、

女性は低下した。15～24歳層の完全失業率は高水準となっているなど、厳しい状況

もみられる。。

新規求人数は、基調としそは横喀いとなっているものの、6月は増加した。有効求

人倍率は緩やかに上昇している。また、雇用者数は増加憤向で推移していたが、6月

は減少した。製造業の残業時間は横ばいとなっている。

賃金の動向では、夏季賞与の出足を6・月の特別給与でみると、前年を下回ってい

る。一方、定期給与は基調としては横ばいとなっている。

3．物価と金融情勢

堅由企草物班は、原油など素材価格の上昇により、上昇している。消費者物価は、

横ばいとなっている。

国内企業物価は、原油など素材価格の上昇により、上昇している。最近の動きを類

別にみると、原油価格の上昇を反映して石油製品が大きく上昇しているほか、鉄鋼、

金属製晶が引き続き上昇している。輸入物価（円ベース）は、原油など国際商品市況

の上昇を反映して、上昇している。なお、企業物価を需要段階別にみると、中間財で



は素材価格の上昇を価格に転嫁する動きが進み、また、最終財でも価格転嫁の動き

がみられる。

企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消費者物価は、横ばいとなっている。最近の動きを類別にみると、一般商品は、石

油製品の上昇により、前年比下落幅が縮小している。一般サービス、公共料金時、お

おむね横ばいで推移しているが、昨年のたばこ税増税による前年比上昇分は、7月

には一巡し、剥落している。

国内企業物価は上昇しているが、消費者物価は前年比では小幅下落しており、物

価の動向を総合してみると、物価は緩やかなデフレ状況にある。

株価は、おおむね11，000円台（日経平均株価）前半で推移している。長期金利は横

ばいで推移している。

株価は、日米企業の4－6月期業績発表を受け、ハイテク関連株を中心に売りが多

く、おおむね11，000円台（日経平均株価）前半で軟調に推移している。対米ドル円レ

ートは、米金利先高観等から円安となり、このところ111円台から112円台で推移して

いる。

短期金利は落ち着いている。長期金利は横ばいで推移している。企業金融につい

ては、企業の資金繰り状況は改善しており、民間債と国債との流通利回りスプレッド

は低水準で推移している。

マネタリーベースの伸びは、低下している。M2＋CDの伸びは、1月以降緩やかな

上昇基調にあるが、6月は若干低下した。

4．海外経済

世界の景気は着実に回復している。

アメリカでは、景気は拡大している。

4－6月期は設備投資が前期比年率8．9％の伸びとなったことなどにより、GDPは

同3．0％の成長となった。消費は6月の小売売上げが減少するなど一癖弱い動きが

みられたが、雇用情勢の改善により消費者マインドが引き続き高水準にあることなど

を背景に、基調としては緩やかに増加している。

6月の消費者物価上昇率は高水準のガソリン価格等を背景に前年同月比3．3％と

2001年5月以来の上昇率となったが、食料とエネルギーを除いたコア消費者物価上

昇率は安定している。

7月下旬に行われたグリーンスパン議長による議会証言では、現行の緩和的な金
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融政策の取りやめは慎重なペースで行うが、経済見通しが変化すれば物価の安定と

いう目標のために対応していくとの姿勢が示された。

Z芝Zでは、中国、タイ等で景気は拡大が続いており、韓国では景気は回復している。

中国では、消費の堅調な増加や輸出の増加から生産が増加するなど、景気は拡大

が続いている。投資が過熟していた一部業種では、抑制措置の効果があらわれてい

る。タイでは、消費や投資を中心に景気は拡大している。マレーシア、台湾、シンガポ

ールでは、消費が増加するなど、景気は拡大している。韓国では、輸出や生産が増

加するなど、景気は回復している。

ユ「中国では、景気年緩やかに回復しており・土壬旦墨の景気は堅調に回復している。
ユーロ圏では、輸出が増加し、生産が緩やかに増加するなど景気は緩やかに回復

している。ドイツでは、外需主導により景気は緩やかに回復している。他方で、雇用環

境の改善の遅れなどから消費が弱く、内需の回復が遅れている。フランスでは、消費、

投資ともに増加しており、景気は回復している。

イギリスでは、消費、住宅投資ともに増加が続いており、景気は堅調に回復してい

る。

国際＿金融情勢等

金融情勢をみると、アメリカ、ヨーロッパの株価は7月下旬にかけ下落した。主要国

の長期金利は横ばいで推移している。ドルは7月下旬以降増価している。

原油価格は、テロ懸念や、需給ひっ迫懸念等から上昇し、7月中旬以降過去最高

水準で推移している。

注）

＜個人消費＞

消費総合指数（内閣府試算値）は、5月季節調整済前月比0．0％減の後、6月（速報

値）は同0．1％増となった。なお、消費総合指数の作成方法については、ディスカッショ

ンペーパーを参照こ

（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htm．）

家計調査の勤労者世帯実質消費支出は、5月季節調整済前月比2．7％減の後、6

月（速報値）は同3．5％減（前年同月比1．3％減）となった。

家計調査の勤労者世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、6月（速

報値）は季節調整済前月比3．2％減（前年同月比0．3％増）となった。



ヽヽ

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、5月季節調整済前月比0．9％減

の後、6月は同0．6％滅（前年同月比2．9％滅）となった。また、百貨店販売額は、6月

は前年同月比5．5％減（店舗調整後）（季節調整済前月比0．5％増（店舗調整前））となっ

た。

チェーンストア販売額（日本チェーンストア協会調べ）は、5月前年同月比3．6％滅

（店舗調整後）の後、6月は同4．1％滅（店舗調整後）（季節調整済前月比0．5％増（店舗

調整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、6月季節調整済前月比0．9％減の後、7

月（速報値）は同5．8％増となった。なお、最新月はナン′もーベース（特殊用途車を乗

用車や貨物車に配分する）によるが、それ以前の月は登録ナンバーベース（特殊用

途車を乗用車や貨物車に配分しない）によるものであり、両者は厳密には一致しない。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、5月前年同月比0．4％増の後、6月は

同3．3％滅となった。

大手旅行業者13社取扱金額は、国内旅行は5月前年同月比1．1％減の後、6月は

同3．8％減となった。海外旅行は5月前年同月比124．2％増の後、6月は同143．7％増

となった。

外食（日本フードサービス協会調べ）は、5月前年同期比4．9％増（店舗調整前）の

後、6月は同1．0％増（店舗調整前）となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、3月前期差2．3ポイン

ト改善の後、6月は同0．7ポイント改善となった。消費者態度指数（原数値）は、5月前

月差2．9ポイント改善の後、6月は前月差3．4ポイント悪化となった。

＜設備投資＞

設備投資総合指数（内閣府試算値）は、5月（速報値）季節調整済前月比％1．8減の

後、6月（速報値）は同3．6％増となった。設備投資総合指数の作成方法については、

ディスカッションペーパーを参照

（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htmI）。

2004年卜3月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業、ソフト

ウエアを除く）でみると、季節調整済前期比2．9％増（前年同期比10．2％増）となってお

り、うち製造業では同4．6％増（同19．7％増）、非製造業では同2．1％増（同6．3％増）と

なっている。

内閣府・財務省「法人企業景気予測調査」でみると、2004度設備投資計画は、製造

業で前年度比19．8％増、非製造業で同0．3％増となっており、全産業では同6．4％増と

なっている。

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、5月（確報

値）は季節調整済前月比5．0％増（前年同月比14．3％増）の後、6月（速報値）は同
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2．3％増（同18．9％増）となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）により設備投資の動向をみる
′

と、大企業の2004度設備投資計画は、製造業で前年度比15．3％増、非製造業で同

3．3％減となっており、全産業では同2．0％増となっている。また、中小企業では製造業

で同0．9％滅、非製造業で同18．3％減となっており、全産業では同14．1％滅となってい

る。

経済産業省「特定サービス産業動態統計」でみると、受注ソフトウェア売上畠は、4

月（確報値）は前年同月比8．3％増の後、5月（確報値）は同3．9％増となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、4月は季節調整済前月比11．8％増（前年同月

も　芸芸票霊悪霊器完謡票㌶芸濃芸濃、慧蒜㌫許
3．2％漉く前年同期比2．2％滅）と見込まれている。

国土交通省「建築着工統計」により非居住用建築物（民間）の工事予定額をみると、

5月は季節調整済前月比9．2％滅（前年同月比6．7％減）の後、6月は同26．5％増（同

20．1％増）となっている。

＜住宅建設＞

国土女通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成15年10－12月期は3．0％増、平成16年1－3月期は4．0％増、4－6月期

は5．6％滅、4月は6．7％滅、5月は4．7％増、6月は0．8％増となった。内訳をみると、

貸家の着工（同）は、平成15年10－12月期は5．2％増、平成16年1－3月期は

10．8％増、4－6月期は12．9％減、4月は14．0％滅、5月は2．7％増、6月は4．6％増と

なり、共同建分譲住宅の着工（同）は、平成15年10－12月期は7．9％増、平成16年

1－3月期は3．3％滅、4－6月期は3．8％減、4月は1．4％増、5月は10．2％増、6月は

2．1％減となった。また、新設住宅啓二床面積（同）は、平成15年10－12月期は0．5％

増、平成16年1－3月期は1．9％増、4－6月期は3．8％減、4月は6．1％減、5月は

5．4％増、6月は2．7％増となった。

＜公共投資＞

平成16年度の国の一般会計予算（当初予算）をみると、公共投資関係費は、前年

度比3．3％減と削減しつつ、雇用・民間需要の拡大に資する分野へ重点化している。

地方の予算をみると、平成16年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独

事業費について、前年度比9．5％減と、「経済財政運営の構造改革に関する基本方針

2003」の縮減目標を前倒ししている。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注績（建設工事受注動態統計調

査）は、前年同月比で4月は19．1％減の後、5月は15．8％滅となった。同じく大手50

社の建設工事受注額は、前年同月比で5月は9．4％減の後、6月は15．8％滅となった。



公共工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で5月は23．2％の減

の後、6月は2．2％の滅となった。公共工事出来高（建設総合統計）は、前年同月比で

4月は16．1％減の後、5月は19．4％減となり、内閣府にて季節調整を実施←た結果に

よると、前月比で4月は2．4％減の後、5月は13．5％滅となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で平成16年5月2．7％増の後、6月

1．9％滅（前年同月比17．9％増）となった。また、前期比で1－3月期は2．2％増の後、4－

6月期は4．9％堵（前年同期比13．9％増）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で平成16年5月6．2％減の後、6月

9．8％増（前年同月比10．0％増）となった。また、前期比で1－3月期は0．4％増の後、4－

6月期は3．8％増（前年同期比6．6％増）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、平成16年4月は7，992億円の後、5

月は11，389億円、通関収支差（季節調整値）は、平成16年5月は13，221億円の後、

6月は9，165億円となった。

＜生産・出荷・在庫＞

6月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、輸送機械、電気桟械等が減少した

ことから、前月比1．3％減となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で、7月は一般機械や電気機械等の増加

により1．6％増の後、＿8月は電子部品・デバイスや金属製晶等の増加により1・0％増に
なると見込まれている。

6月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比0．2％減となっ

た。また、6月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、速報）は93．5となって

いる。

第3次産業活動指数（季節調整値）は、5月（速報）前月比1．0％滅となった。また、3

－5月の平均（3カ月移動平均値）による対3ケ月前比（同12－号月平均対比）をみる

と1．1％増となっている。

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、2004年1－3月期の経常利益は全産業で前

年同期比24．6％増、製造業は25．1％増、非製造業は24．3％増となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）によると、2004年度の経常利

益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比11．6％の増益、下期は同8．9％の増益、

通期では前年比10．1％の増益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は7％ポイント改善して16％ボイン
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ト、中小企業は3％ポイント改善して△10％ポイント、全規模合計では5％ポイント改

善して0％ポイントとなった。

＜倒産＞

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、6月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1．078件（前年同月比21．9％滅）、負債総額は3．650

億円（同54．8％減）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，126件（同19．5％減）、負債総額は3，697億円（同54．7％減）となって

いる。また、大型倒産（負債額10億円以上）は、66件（同29．8％滅）となっており、東

北文化学園大学（四年制大学、負債224億円）、フジキン（ステンレス加工販売、負債

も　　127億円）、エスディ・コーポレーション（アミューズメント事業会社、負債86億円）など
（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、6月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

と同水準の4．6％となった。他方、15～24歳層の完全失業率（原数値）は9．2％となっ

た。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で前月と同水準の305万人となった。

労働力調査により内閣府にて季節調整を実施した結果によると、求職理由別完全

失業者数（季節調整値）は、6月の非自発的な離職による者は、前月差10万人増の

120万人、自発的な離職による者は、前月差5万人減の97万人となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、5月季節調整済前月比7．5％

減の後、6月は同17．7％増（前年同月比20．9％増）となった。有効求人数は、5月同

0．3％減の後、6月は同一5．2％増（同20．7％増）となった。新規求職件数は、5月同

8．3％減の後、6月は同14．9％増（同2．4％減）となった。有効求職者数は、5月間

3．1％減の後、6月は同2．6％増（同9．9％減）となった。新規求人倍率（季節調整値）は

5月1．26倍の後、6月1．29倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、5月0．80倍

の後、6月0．82倍となった。

労働力調査によると、雇用者数（季節調整値）は、男女計で5月前月比0．0％減の

後、6月は同1．0％減の5，342万人となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は5月季節調整済前月比1．9％増（前年同月比9．1％増）の後、6月は同0．1％増（同

10．2％増）（速報値）となった。

毎月勤労統計調査によると、6月の特別に支払われた給与は、事業所規模5人以

上では前年同月比5．6％減（速報値）となった。きまって支給する給与は、事業所規模

5人以上では5月季節調整済前月比0．2％減（前年同月比0．9％減）の後、6月は同

0．4％増（同0．1％減）（速報値）となった。現金給与総額は、事業所規模5人以上では

6月前年同月比2．4％減（速報値）となった。



＜物価＞

日本銀行「企業物価指数」の輸出物価（円ベース）は、平成16年6月（速報値）は前

月比1．5％の下落（前年同月比3．4％の下落）、3ケ月前比は0．2％の下落となった。輸

入物価（円べ⊥ス）は、6月＿（速報値）は前月比0．4％の下落（前年同月比5．3％の上

昇）、3ケ月前比は4．1％の上昇となった。また、国内企業物価は、6月（速報値）は前

月比0．3％の上昇（前年同月比1．4％の上昇）、3ケ月前比は0．5％の上昇となった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の6月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．4％の下落（前月比保合い）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、6月は前年同月比

0．1％の下落（季節調整済前月比0．2％の上昇）、4－6月平均の前年同期比は0．2％

の下落となった。一般サービスは、6月は前年同月比0．1％の上昇、4－6月平均の

前年同期比は0．1％の上昇となった。一般商品は、6月は前年同月比0．2％の下落、4

－6月平均の前年同期比は0．5％の下落となった。公共料金は、6月は前年同月比

0．5％の下落、4－6月平均の前年同期比は0．4％の下‾落となった。また、「消費者物

価指数（東京都区部、中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、7月は前年同月比

0．1％の下落（季節調整済前月比保合い）、5－7月平均の前年同期比は0．1％の下

落となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、7月月中は、▲0．005％～0．002％で推移した。

3ケ月物ユーロ円丁旧ORは、7月は、0．08～0．09％台で推移した。10年物国債流通利

回り（公社債店頭売買参考統計値）は、7月は、1．7％合一1．8％台で推移した。

東証株価指数（TOPIX）は、7月未は1，139ポイントとなった。日経平均株価は、7月

末は11，325円となった。

対米ドル円レート（インターバンク直物中心レート）は、7月未は112．08円となった。

対ユーロ円レート（インターバンク17時時点）は、7月未は134．52円となった。

マネタリーベース（月中平均残高）は、7月は前年同月比．4．7％増となった。7月の日

銀当座預金平均残高は33．0兆円となった。

M2＋CD（月中平均残高）は、前年同月比1．8％増となった（6月速報）。広義流動

性は、6月（速報）は前年同月比3．7％増となった。金融機関（全国銀行）の貸出（月中

平均残高）は、6月＿（速報）は前年同月比4．2％滅（貸出債権流動化・償却要因等調整

後1．3％減）となった。7月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）は、転換社債

型新株予約権付社債は270億円となった。また、国内公募事業債の起債実績は、

3．320億円（銀行起債の普通社債は1，000億円）となった。国内銀行の貸出約定平均

金利（新規実行分）は、6月は前月比で短期は0．075％ポイント上昇し、長期は

0．262％ポイント上昇したことから、総合では0．153％ポイント上昇し1．606％となった。



日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（6月調査）によると、資金繰り判断、金融機

関の貸出態度はともに改善している。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の7月の現状判断DIは、前月を2．9ポイント上回り、

54．3となった。先行き判断Dlは、前月を0．7ポイント下回り、53．4となった。

●　月例経済報告に関する関係閣僚会議配布資料
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